
http://www.nip.co.jp/ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆当社の会社概要  

執行役員 三上 仙智 

当社は本社を大阪府吹田市に置いているが、実質的な本社機能は愛知県稲沢市の本部が担っている。昭和

27年に設立し、営業拠点は国内10拠点、海外4拠点、生産拠点は国内5拠点、海外8拠点である。従業員数は、

連結で 3,138 名である。海外のネットワークとしては、ASEAN を中心に展開しているが、北中米の自動車部品を開

拓すべく 7 月にメキシコに自動車部品工場を設立した。 

主要セグメントは、モビリティ、エレクトロニクス、精密機器、住宅設備の 4 事業である。モビリティは日本、タイ、

マレーシア、ベトナム、インドネシア、メキシコおよび台湾メーカーとの提携で中国に展開している。自社では成形

部品を内製しており、金属部品、プレス部品、焼結部品等は協力メーカーから仕入れて販売している。 

エレクトロニクスは当社の創業事業であるが、日立化成グループの特約店契約を締結しており、日本、タイ、中

国、台湾、ベトナムを事業エリアとしている。ベトナムにおいては、フィルムを自社工場でカスタマイズした上で販売

する事業も手がけている。 

精密機器は、プリンターやカメラ向け部品を製造販売する OA／DI と医療機器部品を製造販売する MD の 2 事

業である。事業エリアは、日本、タイ、ベトナム、中国、フィリピンだが、医療機器に関してはタイにおいて生産して

いる。 

住宅設備は、多くは国内および中国の協力メーカーによりファブレス工場化したセグメントである。 

 

◆2016 年 3 月期第 2 四半期決算概要 

当第 2 四半期の連結業績は、売上高 223 億 35 百万円（前年同期比 108.2％）、営業利益マイナス 2 億 60 百万

円（前年同期営業損失 1 億 36 百万円）、経常利益マイナス 3 億 54 百万円（同経常損失 2 億 92 百万円）、親会社

株主に帰属する四半期純利益 1 億 1 百万円（同四半期純損失 3 億 41 百万円）となった。売上高は、住宅設備を

除くセグメントが好調に推移し、増収となった。営業利益は、利益率の高いモビリティと精密機器の売上高が当初

計画を下回ったことにより、新拠点を積極的に展開したことで増加した固定費を回収するに至らず減益となった。

経常利益は、為替差損 54 百万円の影響を受けた。親会社株主に帰属する四半期純利益については、旧バンコク

工場の建屋および土地の売却益 6 億 77 百万円を計上したことにより増益となった。 

貸借対照表については、固定資産の減価償却が進んでおり、総資産は 299 億 88 百万円（前期比 4 百万円減）

と大きな変化はない。 

キャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシュ・フローが 1 億 10 百万円の支出となったが、投資活動

によるキャッシュ・フローが 1 億 11 百万円の収入、財務活動によるキャッシュ・フローが 1 億 41 百万円の収入とな

り、現金および現金同等物は 55 億 33 百万円（前期末比 1 億 76 百万円増）となった。短期・長期借入金は約 55

億円であるが、実質無借金の状態で推移しており、さらなる改善をはかっていく。 
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◆2016 年 3 月期通期連結業績予想 

2016 年 3 月期の通期連結業績予想について、11 月 5 日付で下方修正をした。期初予想は売上高 445 億円とし

ていたが、425 億円に修正し、営業利益マイナス 5 億円、経常利益マイナス 6 億円、親会社株主に帰属する当期

純利益マイナス4億50百万円とする。配当については、安定配当を方針としてきたが、為替変動および減損リスク

の可能性がある中で提示することが困難であり、現段階では未定とする。 

業績予想修正の理由は、ASEAN 地域における自動車生産台数の減少によりモビリティの主力工場であるバン

コク工場、ジャカルタ工場が当初計画を下回ったことに加え、精密機器の主力工場であるコラート工場において、

新規アイテムの量産計画が大幅におくれたことである。新拠点・新規設備に投資した固定費および量産準備にか

かる人件費を回収するには至らないと判断し、下方修正することとなった。 

 

◆中期経営計画について 

2016 年度を最終年度とする中期経営計画においては、売上高 600 億円、営業利益 30 億円を計画値としている。

これは、2007 年度実績の売上高 430 億円、営業利益 14 億 75 百万円をベースとし、算定した数値である。2007 年

のリーマンショックにより減少した売上・利益の回復に全社一丸となって取り組んだ結果、上昇基調となったが、

2011 年度の東日本大震災およびタイにおける大洪水により利益が落ち込んだ。中期経営計画の達成に向けて、

ASEAN、メキシコへの新規拠点に投資したものの、利益は右肩下がりで推移している。 

売上が堅調であるにもかかわらず減益基調である要因は、まず円安の影響である。当社は連結会計において

現地通貨を通期の平均レートで日本円に換算している。ASEAN については、2011 年と比較し 3 割程度円安に振

れている関係もあり、実質的に売上が減少している。また固定費の上昇も減益の要因となっている。 

セグメント別の業績推移を見ると、2011年度および2012年度については、中期経営計画には未達であるものの

全セグメントが順調に伸張したが、2013 年度から 2014 年度にかけて大きく落ち込んだ。 

最大の要因としては、大型投資と売上高のバランスにあると認識している。モビリティについては、対象工事は

バンコク新工場、ジャカルタ新工場、メキシコ新工場、埼玉の金型内製工場である。2012～2015 年度累計で売上

高が 57 億円、営業利益が 10 億 84 百万円の計画差異が発生しており、要因は ASEAN 地域における生産台数の

減少である。顧客からの中期フォーキャストは右肩上がりの計画であったが、実際は減産となっている。自動車部

品は量産までに 2～3年かかるため、設備投資と人員補強を先行させることで固定費がかかり、その回収ができな

かった。 

精密機器の対象工事は、コラート第 2 工場、ベトナム第 3 工場、フィリピン新工場である。2011～2015 年度の累

計で売上高が76億円、営業利益29億円の差異が発生している。当セグメントも主要顧客の生産計画変更の影響

を受け、売上が激減した。また医療機器を中心に新規アイテムの開発を進めているが、量産計画がおくれたことも

影響した。 

エレクトロニクスは、特約店事業に先行き不透明な部分があるため、顧客の要望に基づきフィルム等をカスタマ

イズし、販売する試みを 2013 年度からベトナムでスタートさせた。国内の主要顧客と協議をしながら推進してきた

が、同社が当事業から撤退したこともあり、それにかわる配線基盤メーカー複数社と受注契約を締結したが、2011

～2015年度の累計で売上が 28 億円、営業利益が 1億 51 百万円の差異となっている。ASEAN、メキシコを含めた

全セグメント累計では、売上高 162 億円、営業利益 42 億円、2015 年度については営業利益で約 12 億円の差異

が生じている。 

固定費の推移を見ると、減価償却費は直近の予測値で 16億円弱まで上昇している。人件費は、ASEAN地域に

おいて最低賃金が毎年上昇していることに加え、先行の開発人員増強により 60億円まで上昇している。売上が伴

っていないこととあわせ、自動化が進み切れていないことも要因となっている。 

中期収益計画は、2012年度までは堅調に推移していたが、2013年度以降はマイナスで推移している。計画と実
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績の乖離を分析した結果、拠点展開のスピードと人的資源が適合できていない実態も要因の一つと認識してい

る。 

売上については、新規受注は順調に推移しているが、既存受注に大きな変化があったことが影響している。協

力メーカーにおける直売志向の高まり、顧客側の生産計画変更等の環境変化があった。新規受注は既存受注の

上乗せとして計画していたが、既存事業の穴埋めにとどまる結果となった。 

当社が家業としているエレクトロニクス専門商社・成形メーカーの 2 つを複合化することが急務であると認識して

いる。また当社は特約店からスタートしたため、製造原価・営業効率・業務効率等のコストをつくり込む部分に弱さ

が見られる。この 2 点への取り組みを改めて構造改革と定義し直し、2016 年度を期限に邁進していく。 

 

◆2017 年度 3 月期の収益目標 

来期については、連結営業黒字を達成する、営業キャッシュ・フローと投資キャッシュ・フローの合計をプラスに

する、この2点を念頭に置いて事業シナリオを策定・検証している。海外は1～12月を会計年度としているが、来期

予算の策定活動にあわせ、既にタスクマネジメントの組み立てを現在進めている。具体的な部分はまだ開示でき

ないが、当期より改善することはみえている。 

具体的な戦略としては、経営資源の集中領域へのシフトと 2 つの家業を複合化したサービスを顧客に提供し、

製造原価のみならず、営業効率、事務効率をあわせた原価企画の発想でコスト・品質をつくり込んでいく。 

 
 

◆質 疑 応 答◆ 
 
配当の件を含め、将来的な展望が見えづらい要因は何か。 

現段階で配当を未定とした理由は、為替リスクと減損リスクの不確定要素が読み切れないためである。よって、

配当は一旦未定とし、確定した段階で決定したほうがよいと判断した。 

 
当期において収益環境が急激に悪化したのか。 

顧客の生産計画がここ数年の間でかなり変化した。海外は来期の予算策定に入っており、状況として改善して

いるが、当期連結業績予想については下方修正をくりかえしたくない考えから、営業損益は保守的に予想した。 

 

計画をローリングした上で事業展開を進めるということなのか。 

2015 年度および 2016 年度で足元をかため、2017～2019 年度の 3 カ年については、既に社内的な準備に入っ

ているが、発表できる段階にはない。詰めるべきところが整い次第、速やかに発表する。 

 

（平成 27 年 11 月 27 日・東京） 

＊当日の説明会資料は以下の HP アドレスから見ることができます。 

http://www.nip.co.jp/ir/ir_kessan_houkoku/index.html 
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